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Restoration of modern Western-style architecture in Japan 
began in the 1960s and most major restoration projects were 
undertaken in the period up to the 1990s.  This paper aims at 
verifying the restoration of such group of architecture after 
a few decades, focusing on the principles and techniques 
employed in these projects.  This study is undertaken with 
the aim of obtaining results that would be instrumental to 
future restoration of industrial heritage properties as well as 

































































































































































































（注 02 ） 公益財団法人文化財建造物保存技術協会 「建造物修理アー
カイブ」http://www.bunkenkyo.or.jp/archive-site/ による。





（注 04 ） 昭和 38 年に完成した泉布観 （大阪市）が初の近代洋風建
築の修復。紀要 12 号 「近代洋風建築修復の検証－修復技
術の理念と手法の研究－」の表 01（p.117 ）参照。
（注 05 ） 昭和 52 年度から平成８年度まで、文化庁の補助金事業に
より、各都道府県単位で近代建築保存対策に関する研究調
査」が順次実施され、この成果にもとづき近代建築の指定
がおこなわれた（『文化財保護法五十年史』p.146  文化庁  株
式会社ぎょうせい）。平成 10 年代までに、それまでに指定さ
れた明治時代から大正初期にかけて建築された物件はおお
かた修復が一巡している（紀要 12 号 「近代洋風建築修復の
検証－修復技術の理念と手法の研究－」の表01（p.117）参照）。
（注 06 ） 同じく上記表 01 参照。泉布観、旧ハッサム住宅、旧開智
学校など。
（注 07 ） 文化庁から、平成８年に「文化財建造物等の地震における
安全性確保に関する指針」、平成 11 年に「重要文化財 （建
造物）耐震診断指針」、同年 「重要文化財 （建造物）所有
者診断実施要領」、平成 13 年に「重要文化財 （建造物）基
礎診断実施要領」が示され、これらに従い耐震診断を経て
耐震補強がなされていった。
（注 08 ） 文化庁の補助事業上の補助金交付の条件として、文化庁の承
認を受けた「主任技術者」を使用しなければならないとされ
ている（昭和 54 年５月１日付文化庁長官裁定「文化財保存事
業費及び文化財保存施設整備費関係補助金交付要綱」による。
図 08　修復事業の流れと関係者
